
 

 
 

平成２３年度 成績概要書 

 

研究課題コード：7106-728111（受託（民間）研究） 

１．研究成果 

１）研究成果名：農産物生産費集計システムを活用した水田作経営向け経営分析法 

 （予算課題名：大規模水田作経営管理手法確立および稲作経営の実態調査・研究） 

２）キーワード：農産物生産費集計システム，水田作経営，経営分析，経営管理 

３）成果の要約：農産物生産費集計システムの簡易版を作成し，これを用いて複数の水田作経営を対象として作

物ごとの収入，費用および所得（以下，作物別損益）を算出し，これに基づき個々の経営が抱える生産面にお

ける改善課題を作物別に特定する経営分析法を確立した。 

２．研究機関名 

１）研究機関・部・グループ・担当者名： 中央農試・生産研究部・生産システムＧ・平石 学 

２）共同研究機関（協力機関）：(ＪＡきたそらち，ＪＡいわみざわ，ＪＡなんぽろ，空知農業改良普及センター) 

３．研究期間：平成21～22年（2009～2010年） 

４．研究概要 

１）研究の背景 本道の水田作経営では，主要穀物価格の低迷を背景として農家経済が悪化しており，農業所得の向上

に向けた取組が喫緊の課題となっている。転作対応が定着する中，水田作経営の所得を向上させるには，水稲と同時

に小麦や大豆等の転作作物の収益性を改善する必要があり，作物別の経営分析をおこなう手法の開発が望まれている。 

２）研究の目的 水田作経営が抱える生産面における改善課題を経済的視点から作物別に特定する経営分析法を

確立する。 

５．研究方法 

１）経営分析法の検討に向けた水田作経営における経営管理の実態解析 

・ねらい：経営分析法を検討するため，経営管理および農業所得の経営間格差の実態解析をおこなう。 

・試験項目：①ＪＡによる営農指導の実態，②水田作経営における作物別損益把握の実態および作物別損益の

自己認識の適切性，③作物別にみた農業所得格差の要因解析 

２）水田作経営向けの経営分析法の検討 

・ねらい：水田作経営向けの経営分析法として，複数の経営を対象として作物別損益を算出するとともに所得

形成力の高い経営を指標として生産面の改善課題を作物別に特定する経営分析法を検討する。 

・試験項目：①作物別損益の算出に向けた農産物生産費集計システム（簡易版）の作成，②生産面の改善課題

を作物別に特定するためのツール「経営分析シート」の作成 

３）水田作経営向け経営分析法の実証 

・ねらい：経営分析の効果や活用法を確認するため，経営分析法の現地実証試験をおこなう。 

・試験項目：①経営分析の効果と有用性，難易度：Ａ町 67 戸（平成 21～22 年），②経営分析の適用上の課題

と営農指導への活用法：Ａ町に加えＢ町～Ｅ町計 75 戸（平成 22 年） 

６．研究の成果 

１）実態解析によると，水田作経営では，同一の経営規模でも作付内容の違いによる農業所得格差が大きいことに加え，

同一作物でも経営間の農業所得格差が大きいことが明らかになった（データ省略）。このため，複数の経営の作物別

損益を算出した後に，所得形成力の高い経営を指標として，個々の経営が抱える生産面の課題を作物別に特定

する経営分析法の確立が有効であると判断された。 

２）水田作経営向けに確立した経営分析法は，集団における活用を想定している。分析対象となる経営が，農

産物生産費集計システム（簡易版）（表１）をもちいて自ら作物別損益を算出したデータを，経営分析を推進

する主体となるＪＡや普及センター等の指導機関，学習会等が集約し，経営分析シート（図１）によって，①

分析対象経営における農業所得の生じ方，②農業所得の高い経営の特徴，③作物別損益の経営間比較を示すこ

とで，個々の経営における生産面の改善課題を作物別に特定することができる。これにより，分析対象経営の

改善行動を促すことが可能となる。 

３）経営分析の実施後は，ＪＡや普及センター等の指導機関等によって分析結果を活用した改善行動へと発展さ

せることができる（図２）。 

４）水田作経営向け経営分析法を実証した結果，費用水準への自己認識が適正化され，分析対象とする経営における

改善課題が特定される効果が認められた（表２）。また，本分析法によって得られた情報は，生産工程管理の見直

しや営農指導にも活用しやすいと評価された（データ省略）。 



 

 
 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
   
 
７．成果の活用策 

１）成果の活用面と留意点  

(1)本分析法は，水田作経営において作物別損益に基づく経営分析をおこなうために活用する。ただし，畜産部

門を有する水田作経営には適用できない。また，本分析法は畑作経営における作物別損益の算出にも活用で

きる。 

(2) ＪＡや普及センター等の指導機関，学習会等で経営分析をおこなう際は，分析の対象とする経営の戸数や

分析対象経営のパソコン経験等を考慮した上で，本分析法を活用する。 

(3)「農産物生産費集計システム（簡易版）」および「経営分析シート」は Excel2000 以降に対応している。本

システムのエクセルファイル，マニュアル等はＨＰにて公開，配布予定である。 

２）残された問題とその対応    なし 

.XLSX.XLSX.XLSX.XLSX    

農産物生産費集計 

システム（簡易版） 

注１）実績評価：分析対象者の実際の費用を「高い・普通・低い」で３区分した。 
注２）主観評価：分析対象者に，自らの費用について，「平均より高い・普通・低い」で評価
を得た。 

注３）主観評価が実績評価を上回る（例：主観「低い」＞実績「普通」）場合を「誤認」とし，
その戸数率を求めた。 

.XLSX.XLSX.XLSX.XLSX    

経営分析シート 

① 作物別損益の算出 
（個人ごとに実施） 

 

ＪＡや普及センター等の

指導機関，学習会等に

データを集約 

図１ 水田作経営向け経営分析においてもちいる経営分析票の概要 

図２ 経営分析による改善行動の推進手順 

表１ 「農産物生産費集計システム（簡易版）」の変更点 

.XLSX.XLSX.XLSX.XLSX    .XLSX.XLSX.XLSX.XLSX    

１．どの作物部門でどれだけ農業所得を得ているか・投資は回収できるか

　　町　　経営分析結果票（平成○年産） コード 12345 農試　太郎

（単位：ha，万円）

当年産による農業現金収入　（①） 農業現金支出（減価償却費除く）　（②） （③=①-②） （④） （⑤=③-④） （⑤+⑥）

作　付
面　積

計

当年産
品代収入

＋
数量払い

収　入

共済金
その他

計 直接費
間接費

（償却除く）

雇用費
支払利子
・小作料

当年産
による

農業現金
所　得

減　価
償却費

当年産
による

農業所得
農業所得

水稲（移植） 11.3 1,207 774 433 844 208 618 18 363 20 343 397
そ　ば 0.8 36 14 23 22 6 16 0 14 0 14 14
休閑緑肥 0.4 10 10 4 1 3 7 0 7 7
メロン 0.0 16 15 1 10 5 5 0 6 0 6 6
花卉 0.2 487 478 10 344 186 110 48 144 1 143 143

経営総体 12.7 1,792 1,281 511 1,224 406 752 66 568 21 547 601

＜　移植水稲の肥料費と単収　＞

４．水稲の収入，費用の位置づけを詳しく見る

＜　移植水稲の当年産品代収入と所得　＞
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＜　水稲収益：63件中48位　＞

３．平成21年の作物別成績（他の経営との比較）
１）作物別の収益性の順位（自己の経営の位置）
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② 分析票の作成 
 ＪＡや普及センター等の 

  指導機関，学習会等が 

  主体となって実施 

＜＜＜＜水稲所得水稲所得水稲所得水稲所得：：：：63636363 戸中戸中戸中戸中 48484848 位位位位＞＞＞＞    

（単位：％）

10ａ当たり種苗費

･肥料費･農薬費

10ａ当たり

農機具建物費

10ａ当たり

経営費

経営分析実施前 28 41 38

経営分析実施後 22 4 4

誤認率（実際よりも，自らの費用水準を「低い」と判断する戸数率）

表２ 経営分析による自己評価の改善効果 

（費用水準の誤認率の変化） 

経営分析票の配布に留めず，
① 推進主体による要因解析や

グループによる技術見直し

② 個々の経営管理の強化
（経営計画、投資基準策定等）

へと発展させる

１．作物別損益の算出
（個人が実施）

２．分析票作成
（ＪＡや普及センター等の

指導機関，学習会等が
主体となって実施）

１）経営総体の農業所得水準，
資金収支の過不足のチェック

２）改善対象作物の検討
３）改善課題の検討

３．分析結果の検討

（ＪＡや普及センター等の指導，

学習会等によって実施）

ツール化

されている行程

１）改善策の検討
２）改善目標の設定
３）経営計画への反映
４）投資の妥当性判断

農産物生産費集計

システムを活用した
水田作経営向け経営分析法

４．分析結果の検討

（ＪＡや普及センター等の指導

機関，学習会等を中心に実施）

農産物生産費集計システム 農産物生産費集計システム（簡易版）

農水省方式に準拠した「全算入生産費」の算定 作物別損益の算定

政策支援の過不足等を評価できる
水田作経営に向けた経営分析
政策支援の評価には活用できない

収入
・当年産として“見込まれる”品代により収入を算定
・交付金は[数量払い][営農継続支払い]のみ対象

・当年産，過年産品代実績により収入を算定
・すべての交付金を対象とする
・共済金，その他の雑収入を対象とする

見積費用
・自給資材（自家採種など）を対象とする
・家族労働費，自作地地代，自己資本利子を算定
・副産物価額評価をおこなう

・いずれもおこなわない

計測範囲
・生産開始から収穫，調製までを対象とする
・荷造り，出荷等を対象としない
・一部，費用として含まないものがある

・包装資材，販売諸掛等を対象とする
・経営総体の管理費，共済掛金等を算入する

費目区分 ・農水省の定めによる ・同様とした（分析対象で同一なら変更可）

得られる結果

得られる結果
の活用面

変
更
点


